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最近の道内景気は、低迷しているものの、持ち直しの動きがみられる。

需要面をみると、公共投資は、補正予算の効果から増加している。個人消費は、耐久消費

財などの一部に政策効果が見られるが、消費者の節約志向などから弱い動きとなっている。

設備投資は企業収益の低迷から大幅に減少している。住宅投資は、下げ止まりの兆しが見ら

れるものの、低水準で推移している。

生産活動は持ち直しの動きが見られる。雇用情勢は、新規求人数が直近では増加したもの

の、有効求人倍率は前年を下回る厳しい状況が続いている。企業倒産は、件数・負債総額と

もに減少した。
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①個人消費～厳しい状況

１１月の大型小売店販売額（既存店ベース、

前年比▲５．６％）は、百貨店、スーパーとも

に前年を下回った。

百貨店（前年比▲６．１％）は、主力の衣料

品ほかすべての品目で前年を下回った。スー

パー（同▲５．４％）も、飲食料品ほかすべて

の品目が前年を下回った。

コンビニエンスストア（前年比▲２．３％）

は、７ヶ月連続で前年を下回った。

②住宅投資～１４ヶ月ぶりの増加

１１月の新設住宅着工戸数は、３，０７３戸（前

年比＋９．７％）と、１４ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。利用関係別では分譲（前年比▲３５．３％）

は前年を下回ったが、持家（同＋２３．８％）及

び貸家（同＋１０．０％）は上回った。

４～１１月の着工戸数累計では、２０，１１６戸

（前年同期比▲３２．９％）となり、前年を大き

く下回っている。持ち家（同▲１１．５％）、貸

家（同▲４２．６％）、分譲（同▲４６．９％）とそ

れぞれが前年を下回っている。

道内経済の動き
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③鉱工業生産～生産は持ち直しの動き

１１月の鉱工業生産指数は、前月比＋４．１％と

２ヶ月ぶりに上昇、前年比では▲０．２％と１６

ヶ月連続の低下となった。

業種別では、前年に比べ一般機械工業、鉄

鋼業や電気機械工業などが上昇し、印刷業、

窯業・土石製品工業や金属製品工業などが低

下した。

④公共投資～５ヶ月連続で前年を上回る

１１月の公共工事請負金額は、５１０億円（前

年比＋３８．５％）と５ヶ月連続で前年を上回っ

た。

発注者別では、国（前年比＋６８．３％）、道

（同＋３６．６％）と市町村（同＋４２．４％）とそ

れぞれ前年を上回った。

４～１１月の累計では請負金額７，７６２億円

（前年同期比＋１２．３％）と前年を上回ってい

る。

⑤雇用情勢～厳しい動き

１１月の有効求人倍率（パートを含む常用）

は０．３８倍となり、前月比では０．０１ポイント、

前年比では０．０５ポイントの低下となった。

新規求人数は、前年比３．３％増加し２１ヶ月

振りに前年を上回った。業種別では、サービ

ス業（前年比＋１５．６％）や運輸業・郵便業

（同＋１６．８％）、医療・福祉（同＋４．０％）など

は増加したが、卸売業・小売業（同▲２．８％）

や建設業（同▲１．６％）などが減少した。

道内経済の動き
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⑥来道客数～前年を下回る

１１月の来道客数は、８４８千人（前年比

▲４．２％）と１８ヶ月連続で前年を下回った。

４月～１１月の累計来道客数は、８，１７８千人

（前年同期比▲７．３％）と前年を下回った。節

約志向の高まりによる国内旅行需要の縮小な

どから観光客が減少するなど落込みが続いて

いる。

⑦貿易動向～輸出２ヶ月ぶりの増加

１１月の道内貿易額は、輸出が前年比２０．７％

増の２８０億円、輸入が同２０．８％減の８０６億円と

なった。

輸出は、魚介類・同調製品、鉄鋼、一般機

械などが増加し２ヶ月ぶりに前年を上回っ

た。

輸入は、石炭や魚介類・同調製品などが大

きく減少し、１３ヶ月連続で前年を下回った。

⑧倒産動向～件数、負債総額ともに減少

１２月の企業倒産は、件数は４２件（前年比

▲４３．２％）、負債総額は６６億円（同▲７８．５％）

と件数、金額ともに前年を下回った。

業種別では、建設業（１９件）、サービス・

他（９件）、卸売業、運輸業（各４件）とな

った。

４月～１２月の累計では、件数は３８０件（前

年同期比▲３２．９％）、負債総額は１，５２１億円

（同▲１１．３％）となった。

道内経済の動き
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＜図表1＞業況の推移�
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１．平成２１年１０～１２月期実績

前期に比べ売上DI（△３５）は３ポイ

ント、利益DI（△１９）は６ポイントそ

れぞれ上昇し、業況は３期連続で改善し

た。

２．平成２２年１～３月期見通し

売上DI（△２８）は７ポイントの上昇、

利益DI（△１９）は横ばいとなり、業況

は低水準ながら引き続き持ち直しが見込

まれる。

定例調査

業況は３期連続で改善
第３５回 道内企業の経営動向調査

世界金融危機公共投資の減少 原油価格の高騰

H１３．９
アメリカ同時
多発テロ

鳥インフルエンザ

H１７．７
知床世界自然
遺産登録 旭山動物園

ブーム
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調査の目的と対象
アンケート方式による道内企業取引先の経営動向
把握。
調査方法
調査票を配布し、郵送により直接回収。
調査内容
第３５回定例調査
（２１年１０～１２月期実績、２２年１～３月期見通し）
判断時点
平成２１年１２月下旬
本文中の略称
� 増加（好転）企業

前年同期に比べ良いとみる企業
� 不変企業

前年同期に比べ変わらないとみる企業
� 減少（悪化）企業

前年同期に比べ悪いとみる企業
� ＤＩ

「増加企業の割合」－「減少企業の割合」

地域別回答企業社数

業種別回答状況

企業数 構成比 地 域
全 道 ４４３ １００．０％
札幌市 １５９ ３５．９ 道央は札幌市を除く石狩、後志、

胆振、日高の各支庁、空知支庁南部道 央 １０５ ２３．７
道 南 ３５ ７．９ 渡島・檜山の各支庁
道 北 ５６ １２．６ 上川・留萌・宗谷の各支庁、空知支庁北部
道 東 ８８ １９．９ 釧路・十勝・根室・網走の各支庁

調査企業社数 回答企業社数 回答率
全 産 業 ８００ ４４３ ５５．４％
製 造 業 ２２０ １２８ ５８．２
食 料 品 ７５ ４１ ５４．７
木 材 ・ 木 製 品 ３５ ２３ ６５．７
鉄鋼・金属製品・機械 ５０ ３７ ７４．０
そ の 他 の 製 造 業 ６０ ２７ ４５．０
非 製 造 業 ５８０ ３１５ ５４．３
建 設 業 １８０ ９３ ５１．７
卸 売 業 １００ ５７ ５７．０
小 売 業 １２０ ６０ ５０．０
運 輸 業 ７０ ３９ ５５．７
ホ テ ル ・ 旅 館 業 ３０ １８ ６０．０
その他の非製造業 ８０ ４８ ６０．０

〈図表２〉業種別の要点

要 点（１０～１２月期実績）

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ

２１年
７～９１０～１２

２２年
１～３
見通し

２１年
７～９１０～１２

２２年
１～３
見通し

全産業 景気対策効果が持続 △３８ △３５ △２８ △２５ △１９ △１９

製造業 単価下落傾向強まる △３８ △３６ △２０ △２９ △２０ △１６

食料品 観光土産品メーカーが苦戦 △２６ △２７ △７ △１４ △５ ０

木材・木製品 住宅着工減少で、建材・合板メーカー
が不振 △４８ △６５ △４３ △４８ △３５ △４８

鉄鋼・金属製品・機械 設備投資の冷え込み響く △４４ △３５ △３０ △３７ △３９ △２２

非製造業 建設業が下支え △３８ △３４ △３１ △２３ △１８ △２０

建設業 景気対策効果が続くも、先行きに懸念 △２２ △１２ △２９ △２８ △２３ △３４

卸売業 不作で農産物取扱い業者は苦戦 △５２ △４９ △３７ △３６ △３０ △２１

小売業 燃料店は不振。自動車販売は好調 △４０ △４８ △３０ △５ △１８ △２０

運輸業 燃料費が前年比低下。利益はプラス水
準に △７０ △４４ △３８ △１３ １８ １５

ホテル・旅館業 観光客の減少、法人宴会自粛が響く △３０ △５６ △４４ △２２ △２８ △３３

調 査 要 項

定例調査
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〈図表１０〉当面する問題点（上位項目）の要点

項目 前期比 要 点

�売上不振（６４％） ＋１ 全業種でウエイト高い。特に木材・木製品製造業（７７％）、建設業
（７５％）で高率。

�過当競争（５４％） ＋３ 製造業（４０％）は４業種全てで上昇。建設業（７６％）、小売業
（７０％）も高率。

�販売価格低下（４７％） ＋４ ホテル・旅館業（７２％）で７割を超えるなど、非製造業（５０％）で半
数。

�原材料価格上昇（２２％） △２ 運輸業（４１％）で１５ポイント上昇。

�価格引き下げ要請（２２％） △２ 木材・木製品製造業（４１％）、鉄鋼・金属製品・機械製造業（３９％）
でウエイト高い。

�諸経費の増加（２１％） ＋１ 運輸業（３１％）で３割台。

当面する問題点の推移（複数回答）

定例調査

― １０ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年２月号
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（項 目） 全産業 製造業 非製造業食料品 木材・木製品

鉄鋼・金
属製品・
機械

その他の
製造業 建設業 卸売業 小売業 運輸業 ホテル・旅館

その他の
非製造業

�売上不振
①
６４
（６３）

①
７０
（６５）

①
６６
（５８）

①
７７
（８１）

①
６７
（６５）

①
７３
（６３）

①
６２
（６３）

②
７５
（６５）

①
７１
（６７）

③
４６
（５８）

①
５６
（６８）

②
６７
（７０）

①
４９
（５２）

�過当競争
②
５４
（５１）

②
４０
（２８）

③
２９
（１９）

②
４６
（２４）

③
４２
（３３）

②
５０
（４０）

②
６０
（６０）

①
７６
（７６）

②
４７
（３９）

①
７０
（６７）

②
４１
（５３）

③
６１
（５２）

②
４７
（５４）

�販売価格低下
③
４７
（４３）

②
４０
（３７）

②
３２
（２８）

②
４６
（３８）

②
４４
（４５）

③
４２
（４０）

③
５０
（４５）

③
５９
（５２）

③
４６
（５３）

②
５９
（５０）

２３
（１８）

①
７２
（５２）

③
４０
（３２）

�原材料価格上昇 ２２
（２４）

２４
（３１）

２４
（４０）

２７
（３８）

２５
（３０）

１９
（１７）

２１
（２１）

１９
（１６）

２０
（２０）

２２
（３０）

②
４１
（２６）

－
（１３）

１７
（２２）

�価格引き下げ要請 ２２
（２４）

④
２８
（３１）

１５
（３０）

④
４１
（３３）

３９
（２５）

２３
（３７）

１９
（２１）

２２
（２２）

３３
（３６）

９
（５）

２１
（１６）

２２
（９）

１１
（２６）

�諸経費の増加 ２１
（２０）

２１
（２６）

２７
（３７）

１８
（１９）

２５
（１８）

８
（２７）

２１
（１８）

２１
（１７）

１３
（１２）

２０
（１２）

④
３１
（２９）

１１
（１３）

３０
（３０）

�資金調達 １３
（１３）

１４
（１４）

１７
（１４）

１８
（１０）

８
（２０）

１５
（１０）

１３
（１２）

９
（１６）

１１
（１１）

１７
（７）

５
（１６）

２２
（１３）

２１
（１１）

�人件費増加 １２
（１２）

１４
（１７）

１２
（２８）

１４
（１４）

１７
（５）

１２
（２０）

１１
（１０）

１３
（７）

７
（９）

７
（１７）

８
（３）

３３
（－）

１１
（１７）

	人手不足 ７
（７）

５
（５）

５
（７）

１４
（５）

３
（５）

－
（－）

８
（８）

４
（６）

１８
（５）

１４
（７）

３
（１１）

－
（１７）

６
（１３）


代金回収悪化 ６
（６）

４
（２）

２
（２）

５
（１０）

８
（－）

－
（－）

７
（７）

３
（９）

４
（１５）

９
（１０）

１０
（－）

１１
（－）

１３
（－）

�設備不足 ６
（３）

９
（５）

１２
（５）

５
（１４）

６
（５）

１２
（－）

６
（２）

１
（－）

２
（２）

７
（３）

１３
（５）

１７
（１３）

６
（－）

�その他 ４
（３）

５
（３）

１２
（７）

５
（５）

－
（－）

－
（－）

４
（３）

４
（３）

４
（２）

２
（２）

８
（３）

－
（－）

４
（６）

〈図表１２〉地域別業況の推移

項

目

売 上 Ｄ Ｉ 利 益 Ｄ Ｉ 設 備 投 資 （％）

２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２２年
１～３
見通し

２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２２年
１～３
見通し

２１年
１～３４～６７～９１０～１２

２２年
１～３
見通し

全 道 △５１ △４５ △３８ △３５ △２８ △４４ △４０ △２５ △１９ △１９ ２３ ２７ ２８ ２９ １９（２７）

札幌市 △５２ △５６ △４８ △４４ △３４ △４４ △４６ △３３ △３２ △２９ ２５ ３５ ３２ ３３ ２２（２４）

道 央 △４７ △４２ △３２ △４２ △２９ △４０ △２７ △２０ △１８ △１０ ２０ ２３ ２９ ３７ ２１（３２）

道 南 △５９ △２７ △２９ △２７ △２４ △６３ △４３ △３１ △２７ △３８ ２０ ２４ ２１ １４ ９（３２）

道 北 △４４ △４７ △３５ △２３ △２１ △４６ △４７ △１８ △１８ △１６ ２２ １９ ２２ ２７ １６（２３）

道 東 △５３ △３８ △３０ △１９ △２２ △４１ △３６ △１４ ７ △８ ２４ ２２ ２１ １９ １５（２９）

（ ）内は設備投資未定企業

〈図表１１〉当面する問題点（複数回答）
（単位：％）

○内数字は業種内の順位、（ ）内は前回調査

定例調査

― １１ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年２月号
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今回の調査では、道内企業の売上DI・利益DIはともに３期連続で上昇しました。売上面

では、景気対策関連業種が下支えしていると思われます。また、利益面では燃料費の落ち着

きや企業のコスト削減努力などが奏功しました。しかし、景気対策効果が今後も持続するか

は不透明なうえ、消費者の買い控え傾向も強まっており、経営環境の厳しさに変わりはあり

ません。「物が売れない」中、企業は新商品の開発や独自のサービスにより他社との差別化を

図ろうとしています。

以下に企業から寄せられた生の声を紹介いたします。

＜乳製品製造業＞ 業界では、牛乳・チーズ

の売上減少に伴い、本来それらに使用される

べき生乳が加工用として使われている。この

ため、バター・脱脂粉乳の製造量が大幅増加

し、在庫が積みあがった。今後は特売期間の

設定、新販路の開拓、新商品開発等により、

需要を喚起する。

＜食肉加工業＞ 直営店舗等での売上減少分

を、道外での北海道物産展への出店を増やす

ことで補っている。また、札幌市内に新店舗

を出店したので、期待している。

＜水産加工業＞ 消費者の生活防衛意識が強

く、外食産業は大苦戦している。安いものし

か売れず、利益を確保するのが困難である。

また、円高が進行しており、輸出に踏み切れ

ない。不安定な為替相場では輸入のタイミン

グも難しい。

＜水産加工業＞ 国内にはあらゆるものが行

き渡っており、そこへ更に売込みをかけるに

は値下げか新商品開発しかない。当社は新製

品開発に重点をおいているが、食品の場合は

ヒットする確率が低い上、すぐに真似されて

しまう。

＜製材業＞ 物が売れないのでみなが値下げ

をしており、薄利商売になっている。一つの

仕事が終わっても、ほとんど利益が出ていな

い現実に呆然となる。

＜鋳造品製造業＞ 受注の減少にあわせるよ

うに従業員の調整を行った。しかし、２１年後

半は受注量が急増し、時間外を増やしたりア

ルバイトを入れたりして納期に対応したた

め、経費が増加した。

＜車体製造業＞ 環境対応車への補助金の取

扱い期限の関係から、１０月以降は受注が急増

し、アルバイト雇用や残業・休日出勤等で対

応した。

＜土木工事業＞ 秋に工事受注が重なり、外

注する先や労働者が不足している。また、施

工は冬期であるため、耐寒費や除雪費などの

経費がかかる。

＜住宅リフォーム＞ 売上・利益とも前年比

で１割以上増加した。中古住宅を買い取り、

リメイクして販売することを検討している。

経営のポイント

独自のサービスで差別化を図る
〈企業の生の声〉

― １２ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年２月号
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＜型枠工事業＞ 積極的な営業活動をした

が、取引先からの強い価格引下げ要請により

不採算となる物件が多く、利益に結びつかな

かった。今後はすでに限界に来ている役職員

の賃金を見直さざるを得ず、心苦しいが、そ

れ以外に生き残ることはできない。

＜マンション分譲＞ 業者間の値引き競争に

より収益の低下が著しく、新規商品への取り

組みも見合わせざるを得ない。これからは同

業他社と競合するのではなく、共同事業によ

り相乗効果を上げることも必要となる。

＜設備工事業＞ グループホームへのスプリ

ンクラー設置が義務付けとなったため、売上

につながっているが、競合他社の出現により

単価が下落した。今後はメーカーと連絡を密

にし、価格を下げずに受注につなげたい。

＜生コン卸売業＞ 建築部門は、一部の農業

関連物件が忙しいが、その他は低調である。

土木工事部門は、補正予算の関係で現在は仕

事量がピークだが、受注価格は高くない。

＜農産物卸売業＞ ジャガイモが不作で品不

足気味なのにも関わらず、末端価格の上昇は

なく、極端に安いものしか売れない。今後は

新規販売先の開拓を急ぎ、量販先の販売比率

を下げる。

＜靴卸売業＞ 他社の低価格品との競合が激

しく、売上・利益とも厳しい。同時に、取引

先では在庫増加により仕入を絞込んでいるた

め、計画通りの商品供給が進まない。今後は、

取引先の欠落アイテムを調査しての商品提案

など、手持ち在庫の販売に全力を挙げる。

＜スポーツ用品店＞ 新型インフルエンザに

よる学校閉鎖が相次ぎ、スポーツ大会の中止

や部活動にも影響がでた。このため子供たち

の来店が極端に減った。

＜米穀店＞ 今秋収穫の北海道米の品質にバ

ラつきが見られる。得意先への納入商品の品

質確保のため、先に良いものを買い集めた。

このため資金繰りは苦しくなったが、その後

極端に品薄となったため、この判断は効果的

であった。特に年末は品質の安定を強く求め

られるため、これにより、他社との差別化を

図ることができる。

＜電器店＞ エコポイント効果により、薄型

テレビの売上が台数・金額とも大幅伸長して

いる。今後もエコポイント効果は期待できる

が、LED照明など他商品にも力を注ぐ。

＜中古車販売業＞ 補助金制度により中古車

業界は苦戦を強いられた。今後は、代車や長

期の在庫車をレンタカーとすることを検討す

る。レンタカーとすることで経費化でき、キ

ャッシュフローの改善につながる。レンタル

収入も見込めるため、新たな収益源となる。

＜古紙販売業＞ 製紙メーカーは依然として

生産調整を続けており、古紙市場は縮小均衡

になっている。売上回復のめどが立たない。

一企業の経営努力には限界を感じる。

＜燃料店＞ 新事業の立ち上げによる、将来

的な収益構造の改革が必要と考え、太陽光発

電や燃料電池などの省エネ事業に力を入れ

る。

経営のポイント
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＜作業用品店＞ シェア拡大、客層拡大、販

路拡大により、売上は５月以降前年越えが続

いている。PB商品の開発により、粗利益率

も上昇している。今後は物流を改革し、少人

数で店舗を運営できるようにする。また、チ

ェーンストアから効率的な体制作りを学び、

店舗展開のスピードアップを目指す。

＜運輸業＞ 工場からの新車輸送が売上の半

数以上を占めるため、２０年末からの自動車生

産の減少に大きく影響を受けている。

＜農産物輸送業＞ 道外からの物流の縮小に

加え、天候不順による農産物収量の縮小、公

共事業縮小による一般工業製品輸送の減少な

どが大きく経営を圧迫している。１１月に全車

両にデジタルタコメーターを導入し、安全コ

ストと二酸化炭素排出量の削減を図った。ま

た、燃料費の減少による収益増加も見込んで

いる。

＜鋼材輸送業＞ 業界事情は厳しいが、燃料

価格も落ち着いており、道内企業の設備投資

意欲が高まれば生き残りは可能である。

＜タクシー業＞ 介護タクシーおよびケア輸

送サービスや定額ハイヤーなど、独自のサー

ビスによる成長を見込む。

＜観光ホテル＞ 今年（２１年）は、新型イン

フルエンザや夏季の台風の影響などで、予約

客のキャンセルが続いた。

＜都市ホテル＞ 毎年恒例の忘新年会の自粛

などで、受注減の傾向にある。これからが繁

忙期につき、営業活動の強化により、取りこ

ぼしのないよう進める。

＜自動車整備業＞ 既登録済使用車に対す

る、エコ整備の商品化を目指している。

＜産業廃棄物処理業＞ 売上は前年割れとな

った。しかし燃料費が昨年よりも減少した

分、利益は増加し、ほっとしている。外注の

内製化と、来春からの新事業の準備を進め

る。

＜飲食店＞ 今年（２１年）の天候不順によ

り、基幹産業である農業・酪農の受けた打撃

が地域経済に影響すると思われる。当地域は

酪農が主体であるため、乳製品の商品開発な

どの新事業に参入することで、この時代を乗

り切りたい。

経営のポイント
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年月

鉱工業指数
生産指数 出荷指数 在庫指数

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国
１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年＝１００
季調値

前 年 同
月比（％）

１７年度 １００．９ △０．１ １００．７ １．６ １００．４ ０．９ １０１．０ ２．２ １０５．１ ５．１ ９７．０ ２．５
１８年度 １０３．９ ３．０ １０５．３ ４．６ １０４．７ ４．３ １０５．３ ４．３ １０５．３ ０．２ ９８．６ １．６
１９年度 １０４．２ ０．３ １０８．１ ２．７ １０４．２ △０．５ １０８．７ ３．２ １０５．０ △０．３ １００．５ １．９
２０年度 ９６．２ △７．７ ９４．４ △１２．７ ９８．３ △５．７ ９５．０ △１２．６ １０３．２ △１．７ ９５．３ △５．２

２０年７～９月 １０２．６ △０．５ １０４．６ △１．４ １０３．０ ０．４ １０５．１ △１．５ １０２．５ １．９ １０７．７ ３．１
１０～１２月 ９４．０ △９．９ ９２．８ △１４．５ ９６．０ △７．８ ９３．５ △１４．９ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年１～３月 ８３．７ △２１．６ ７２．３ △３４．６ ８９．０ △１８．１ ７３．９ △３３．５ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４～６月 ８５．２ △１８．５ ７８．３ △２７．８ ８６．１ △１９．３ ７８．６ △２７．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７～９月 ８９．８ △１２．６ ８４．１ △２０．１ ９２．６ △１０．６ ８５．２ △１９．３ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１

２０年 １１月 ９５．１ △１１．３ ９３．１ △１６．５ ９７．２ △８．８ ９３．６ △１７．０ １０１．３ △１．８ １０９．５ ４．３
１２月 ８９．６ △１２．３ ８５．３ △２０．７ ９１．４ △１０．８ ８６．０ △２０．７ １０３．０ １．２ １０９．７ ４．８

２１年 １月 ８８．０ △１７．３ ７６．７ △３０．９ ９２．５ △１３．７ ７６．７ △３１．６ １００．８ △３．１ １０８．０ ２．８
２月 ８３．１ △２４．４ ６９．５ △３８．４ ８９．５ △２２．０ ７２．０ △３６．７ １０１．６ △０．４ １０３．５ △１．７
３月 ８０．０ △２２．７ ７０．６ △３４．２ ８５．０ △１８．４ ７３．１ △３２．４ １０１．０ △１．７ ９９．８ △５．２
４月 ８３．８ △２０．０ ７４．８ △３０．７ ８５．９ △１９．０ ７５．３ △３０．７ ９９．１ △１．１ ９７．１ △７．２
５月 ８５．９ △１８．９ ７９．１ △２９．５ ８５．６ △２１．０ ７８．９ △３０．０ ９９．６ △０．９ ９６．４ △８．４
６月 ８６．０ △１６．７ ８０．９ △２３．５ ８６．７ △１８．０ ８１．７ △２２．６ ９８．２ △２．８ ９５．３ △１０．３
７月 ８８．１ △１７．６ ８２．６ △２２．７ ８９．２ △１７．０ ８３．７ △２２．０ ９４．６ △７．７ ９５．０ △１０．６
８月 ９０．３ △１１．５ ８３．９ △１９．０ ９３．２ △８．３ ８４．２ △１９．０ ９４．７ △８．１ ９５．１ △１０．３
９月 ９１．１ △８．５ ８５．７ △１８．４ ９５．４ △５．８ ８７．７ △１６．８ ９４．７ △７．６ ９４．７ △１２．１
１０月 r ９０．４ △７．７ r ８６．１ △１５．１ r ９４．３ △６．０ r ８８．８ △１３．０ r ９２．５ △９．０ r ９３．３ △１４．４
１１月 p９４．１ △０．２ p８８．３ △３．９ p９６．１ △０．２ p８９．６ △３．１ p９６．０ △５．２ p９３．５ △１４．６

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■鉱工業生産指数の年度、前年同月比は原数値による。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

年月

大型小売店販売額
大型店計 百貨店 スーパー

北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）
１７年度 ９８７，７３３△３．０ ２１２，５７５△１．７ ３５０，７４６ △１．８ ８７，５８７ ０．３ ６３６，９８７ △３．７ １２４，９８９ △３．２
１８年度 ９８３，６５６△１．６ ２１１，７４５△０．９ ３３０，５１２ △２．６ ８６，１０８ △０．８ ６５３，１４４ △１．１ １２５，６３７ △１．０
１９年度 ９５４，９７０△２．６ ２１２，５２５△１．０ ３０９，９４７ △３．５ ８４，２８７ △０．８ ６４５，０２２ △２．１ １２８，２３８ △１．１
２０年度 ９３４，００５△５．６ ２０６，６０３△４．２ ２８３，３１７ △６．５ ７８，４４２ △６．７ ６５０，６８８ △５．２ １２８，１６０ △２．５

２０年７～９月 ２２３，６８９△４．５ ５０，７７５ △２．０ ６９，９４５ △３．０ １９，０１４ △３．２ １５３，７４４ △５．１ ３１，７６１ △１．３
１０～１２月 ２５７，７０５△５．８ ５６，０７８ △４．６ ７９，０７８ △７．４ ２２，０９５ △７．８ １７８，６２６ △５．１ ３３，９８３ △２．４

２１年１～３月 ２２９，３４５△６．３ ４９，１０１ △７．２ ６６，７４０ △８．３ １８，１１４ △１１．１ １６２，６０５ △５．４ ３０，９８７ △４．７
４～６月 ２２７，１５６△５．１ ４８，１７４ △６．７ ５９，５５４ △７．８ １６，９９２ △１０．８ １６７，６０２ △３．９ ３１，１８３ △４．１
７～９月 ２２７，７０１△３．５ ４７，９９１ △７．０ ６２，９８８ △４．１ １６，９１３ △９．８ １６４，７１３ △３．３ ３１，０７７ △５．４

２０年 １１月 ７９，７０６△３．８ １７，８２０ △３．１ ２４，２３５ △５．９ ７，０６８ △６．３ ５５，４７１ △２．７ １０，７５２ △０．７
１２月 １０２，８０９△７．２ ２１，５９０ △６．２ ３１，７５２ △８．６ ８，６５８ △９．６ ７１，０５７ △６．６ １２，９３２ △３．６

２１年 １月 ８０，７３２△５．２ １８，０６９ △５．５ ２４，６１０ △５．５ ６，７０５ △９．２ ５６，１２２ △５．１ １１，３６４ △３．１
２月 ６８，０２３△５．６ １４，５１８ △８．１ １８，６８０ △７．１ ５，１４４ △１１．４ ４９，３４３ △５．０ ９，３７４ △６．１
３月 ８０，５９０△７．９ １６，５１４ △８．２ ２３，４５０ △１１．９ ６，２６５ △１２．９ ５７，１４０ △５．９ １０，２４９ △４．９
４月 ７５，２６４△６．１ １５，９６０ △６．７ １９，４０２ △１０．８ ５，６１１ △１１．３ ５５，８６２ △４．１ １０，３４９ △４．０
５月 ７６，８６９△４．０ １６，１８５ △６．５ １９，７８３ △８．０ ５，５８９ △１２．１ ５７，０８６ △２．３ １０，５９６ △３．０
６月 ７５，０２３△５．１ １６，０２９ △６．８ ２０，３６９ △４．６ ５，７９２ △９．１ ５４，６５４ △５．３ １０，２３７ △５．４
７月 ７９，９５５△４．２ １７，３６０ △８．４ ２４，１２１ △３．３ ６，７３０ △１１．８ ５５，８３４ △４．７ １０，６３０ △６．１
８月 ７６，０２３△４．５ １５，６９６ △６．８ １８，６９３ △７．５ ４，９９５ △８．９ ５７，３３１ △３．３ １０，７０１ △５．７
９月 ７１，７２２△１．６ １４，９３５ △５．６ ２０，１７４ △１．６ ５，１８９ △７．８ ５１，５４９ △１．７ ９，７４６ △４．３
１０月 r ７２，８６７△３．６ r １５，６１１△７．２ r １８，９６５ △６．５ r ５，５８５ △１０．６ r ５３，９０２ △２．５ r １０，０２６ △５．２
１１月 p ７４，５６６△５．６ p １６，２２４ △９．６ p １９，６８１ △６．１ p ６，１２４ △１１．７ p ５４，８８５ △５．４ p １０，１００ △８．３

資料 経済産業省、北海道経済産業局

■大型小売店販売額の前年同月比は既存店ベースによる。
■「p」は速報値、「r」は修正値。

主要経済指標（１）

― １５ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６３／本文　※柱に注意！／０１５～０１７　主要経済指標  2010.01.20 21.44.38  Page 15



年月

コンビニエンス・ストア販売額 消費者物価指数（総合） 円相場
（東京市場）

日経
平均
株価北海道 全国 北海道 全国

百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％）１７年＝１００
前 年 同
月比（％）１７年＝１００

前 年 同
月比（％） 円／ドル 円

月（期）末
１７年度 ４１６，６１１ △２．９ ７３，７２４ △２．５ １００．１ △０．１ １００．０ △０．２ １１３．２６ １７，０６０
１８年度 ４１４，９２１ △１．７ ７４，２１１ △２．０ １００．５ ０．５ １００．２ ０．３ １１６．９４ １７，２８８
１９年度 ４０８，２９２ △１．６ ７５，１６１ △０．９ １０１．１ ０．６ １００．６ ０．３ １１４．２０ １２，５２６
２０年度 ４３０，６２４ ４．８ ８０，５５６ ５．４ １０２．５ １．４ １０１．７ １．１ １００．４６ ８，１１０

２０年７～９月 １１６，１６８ ５．０ ２１，７３１ ７．６ １０４．３ ３．６ １０２．６ ２．２ １０７．６１ １１，２６０
１０～１２月 １０９，９９８ ５．３ ２０，６７４ ６．９ １０２．４ ０．８ １０１．９ １．０ ９６．１４ ８，８６０

２１年１～３月 ９９，３９０ ４．８ １８，９２７ ４．２ １００．６ △１．２ １００．６ △０．１ ９３．５９ ８，１１０
４～６月 １０６，７２０ ０．２ １９，８８５ １．０ ９９．８ △２．９ １００．６ △１．０ ９７．２７ ９，９５８
７～９月 １１５，３９３ △２．１ ２０，９６２ △６．３ ９９．４ △４．７ １００．３ △２．２ ９３．６１ １０，１３３

２０年 １１月 ３５，０４４ ６．０ ６，６４５ ７．２ １０２．２ ０．９ １０１．７ １．０ ９６．８１ ８，５１２
１２月 ３８，０３４ ５．３ ７，０９０ ５．８ １０１．５ △０．６ １０１．３ ０．４ ９１．２８ ８，８６０

２１年 １月 ３３，７８０ ７．１ ６，３５８ ６．８ １００．８ △１．１ １００．７ ０．０ ９０．４１ ７，９９４
２月 ３０，８８７ ２．０ ５，８８２ ２．０ １００．５ △１．０ １００．４ △０．１ ９２．５０ ７，５６８
３月 ３４，７２３ ５．２ ６，６８８ ３．９ １００．６ △１．５ １００．７ △０．３ ９７．８７ ８，１１０
４月 ３４，０５５ ４．９ ６，５１３ ４．０ １００．１ △１．６ １００．８ △０．１ ９９．００ ８，８２８
５月 ３６，５４０ △１．９ ６，７５９ ０．８ ９９．７ △３．１ １００．６ △１．１ ９６．３０ ９，５２３
６月 ３６，１２５ △１．８ ６，６１３ △１．７ ９９．７ △４．０ １００．４ △１．８ ９６．５２ ９，９５８
７月 ３８，７０８ △３．８ ７，１５６ △７．５ ９９．２ △４．７ １００．１ △２．２ ９４．５０ １０，３５７
８月 ４０，０５９ △１．１ ７，１９６ △５．６ ９９．４ △５．０ １００．４ △２．２ ９４．８４ １０，４９３
９月 ３６，６２６ △１．４ ６，６１０ △５．７ ９９．６ △４．３ １００．４ △２．２ ９１．４９ １０，１３３
１０月 ３７，０６２ △１．０ ６，７３９ △５．６ ９９．５ △３．９ １００．０ △２．５ ９０．２９ １０，０３５
１１月 ３４，７５４ △２．３ ６，４０３ △６．４ ９９．３ △２．８ ９９．８ △１．９ ８９．１９ ９，３４６

資料 経済産業省、北海道経済産業局 総務省 日本銀行 日本経済新聞社

■コンビニエンス販売額の前年同月比は既存店ベースによ
る。

■年度及び四半期の数値は、月平均値。 ■円相場は対米ドル、インター
バンク中心相場の月中平均値。

年月

乗用車新車登録台数

北海道 全国
合計 普・小・軽・計普通車 小型車 軽乗用車

台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％） 台 前年同月比（％）
１７年度 １８７，１４５ △ １．３ ４６，１５３ △１０．４ ９０，６２４ ０．６ ５０，３６８ ５．１ ４，７５５，３６９ ０．１
１８年度 １７６，３００ △ ５．８ ４３，７８０ △ ５．１ ７７，３９８ △１４．６ ５５，１２２ ９．４ ４，５５７，３３０ △ ４．２
１９年度 １６９，１４９ △ ４．１ ４８，４４０ １０．６ ７１，５５７ △ ７．５ ４９，１５２ △１０．８ ４，３９０，３４４ △ ３．７
２０年度 １５０，１２３ △１１．２ ３９，１４５ △１９．２ ６３，４９０ △１１．３ ４７，４８８ △ ３．４ ３，９０８，８８０ △１１．０

２０年７～９月 ４０，０４８ △ ２．４ １１，００３ △ ９．５ １７，５０３ ０．２ １１，５４２ １．１ １，０３５，８５９ △ １．５
１０～１２月 ２９，５０９ △１４．９ ７，６１７ △３０．２ １１，９７３ △１４．８ ９，９１９ ２．２ ８６３，１５５ △１４．２

２１年１～３月 ３８，７２８ △２２．４ ９，４２７ △３４．２ １５，７３０ △２４．８ １３，５７１ △ ７．５ １，０４３，９７１ △２３．４
４～６月 ３６，２０９ △１３．５ ９，８９９ △１０．８ １５，５３９ △１５．０ １０，７７１ △１３．５ ８００，０４３ △１７．２
７～９月 ４１，７７５ ４．３ １２，３０７ １１．９ １８，２７９ ４．４ １１，１８９ △ ３．１ １，０４９，９２３ １．４

２０年 １１月 １０，０５３ △２０．３ ２，４８５ △３７．８ ４，１０８ △２４．７ ３，４６０ ９．４ ２９５，７５１ △１８．９
１２月 ７，８６５ △１６．８ ２，１５９ △２６．５ ３，１１５ △１３．３ ２，５９１ △１１．２ ２５２，５４４ △１７．３

２１年 １月 ７，８７０ △１９．２ １，８３３ △３１．３ ３，１２７ △２３．１ ２，９１０ △ ３．３ ２５６，０５４ △２０．０
２月 １０，３８４ △２４．６ ２，３６８ △３７．３ ４，１６１ △２７．６ ３，８５５ △ ９．１ ３２４，５１５ △２４．４
３月 ２０，４７４ △２２．４ ５，２２６ △３３．６ ８，４４２ △２３．９ ６，８０６ △ ８．３ ４６３，４０２ △２４．５
４月 １１，５３３ △２２．５ ２，７０３ △３１．３ ５，２２９ △２４．９ ３，６０１ △ ９．７ ２３６，０６３ △２２．８
５月 １０，５４２ △１４．１ ３，２０２ △ １．４ ４，０７１ △１８．１ ３，２６９ △１９．４ ２４４，５９５ △１７．４
６月 １４，１３４ △ ３．７ ３，９９４ ２．０ ６，２３９ △ １．８ ３，９０１ △１１．６ ３１９，３８５ △１２．２
７月 １６，４４７ ３．５ ４，４３１ ０．３ ８，２３２ ９．０ ３，７８４ △ ３．５ ３７２，４２８ △ ２．８
８月 ９，９２９ ２．７ ２，８７７ １５．９ ３，８７７ △ ６．６ ３，１７５ ４．８ ２６３，５２３ ３．２
９月 １５，３９９ ６．３ ４，９９９ ２１．８ ６，１７０ ６．４ ４，２３０ △ ７．８ ４１３，９７２ ４．２
１０月 １２，４２３ ７．２ ３，９２８ ３２．１ ４，９９７ ５．２ ３，４９８ △ ９．６ ３３９，５６７ ７．８
１１月 １２，５４６ ２４．８ ３，８４５ ５４．７ ５，２２６ ２７．２ ３，４７５ ０．４ ３６８，７２１ ２４．７

資料 �日本自動車販売協会連合会、�全国軽自動車協会連合会

主要経済指標（２）

― １６ ―北洋銀行 調査レポート ２０１０年２月号

ｅｒ／北洋調査レポート　表紙表７５　裏本文３３／Ｎｏ．１６３／本文　※柱に注意！／０１５～０１７　主要経済指標  2010.01.20 21.44.38  Page 16



年月

新設住宅着工戸数 公共工事請負金額 機械受注実績

北海道 全国 北海道 全国 全国

戸 前 年 同
月比（％） 百 戸 前 年 同

月比（％） 百万円 前 年 同
月比（％） 億円 前 年 同

月比（％） 億 円 前 年 同
月比（％）

１７年度 ５３，０４８ １０．２ １２，４９４ ４．７ １，０６８，８５８ △４．７ １２９，６２２ △５．６ １２４，８９７ ５．６
１８年度 ４９，９４６ △５．８ １２，８５２ ２．９ ９６１，１２２ △１０．１ １２２，８３８ △５．２ １２７，４１３ ２．０
１９年度 ４２，３９７ △１５．１ １０，３５６ △１９．４ ８８３，６４４ △８．１ １１７，８１８ △４．１ １２３，６４０ △３．０
２０年度 ３６，０５０ △１５．０ １０，３９２ ０．３ ８５８，０８２ △２．９ １１７，９５１ ０．１ １０６，１６８ △１４．１

２０年７～９月 １２，０２２ ３４．４ ２，９１３ ４０．２ ２８３，６３６ △１．８ ３３，１８０ ４．７ ２８，４５１ △６．９
１０～１２月 ７，８８４ △２４．１ ２，５８６ ４．１ １２４，７２９ △１３．７ ２７，９９０ △２．８ ２２，８０３ △２３．７

２１年１～３月 ４，１１０ △４１．９ １，９９６ △２１．４ １４０，３０４ １８．３ ２８，３３８ ７．８ ２３，６０６ △２９．４
４～６月 ７，３９２ △３８．６ １，９７３ △３１．９ ３１６，７０３ ２．４ ３２，１３１ １３．０ ２０，８６１ △３３．４
７～９月 ７，０４１ △４１．４ １，８６９ △３５．８ ３１６，３２２ １１．５ ３６，８８８ １１．２ ２０，６８３ △２７．３

２０年 １１月 ２，８０１ △２７．４ ８４３ ０．０ ３６，７９４ △８．２ ８，４４３ △２．８ ７，２６１ △２７．７
１２月 １，９４６ △３６．４ ８２２ △５．８ ２６，７３４ △１４．９ ７，８５０ △６．４ ８，０１８ △２６．８

２１年 １月 ８２２ △６０．９ ７０７ △１８．７ １９，１５４ ２７．８ ６，０１９ １．９ ５，７４５ △３９．５
２月 １，３３７ △１９．４ ６２３ △２４．９ １５，８５６ ６１．６ ６，３４９ △２．８ ６，９２１ △３０．１
３月 １，９５１ △４１．１ ６６６ △２０．７ １０５，２９４ １２．２ １５，９６９ １５．３ １０，９４０ △２２．２
４月 ２，３９２ △３３．４ ６６２ △３２．４ １４７，２４２ １８．０ １３，２８８ ２０．５ ６，２８６ △３２．８
５月 ２，１１３ △４７．５ ６２８ △３０．８ ６６，５３９ △１１．０ ７，８６６ ２．５ ６，１２３ △３８．３
６月 ２，８８７ △３４．６ ６８３ △３２．４ １０２，９２２ △６．３ １０，９７７ １２．７ ８，４５２ △２９．７
７月 ２，２８６ △３８．０ ６６０ △３２．１ １２０，６５９ ４．７ １２，５１１ ２．５ ５，９０４ △３４．８
８月 ２，４２９ △４６．４ ５９７ △３８．３ ９６，２３９ ７．０ １０，０６３ ８．７ ５，７００ △２６．５
９月 ２，３２６ △３８．８ ６１２ △３７．０ ９９，４２４ ２６．７ １４，３１４ ２２．１ ９，０７９ △２２．０
１０月 ２，６１０ △１６．８ ６７１ △２７．１ ９２，２０７ ５０．７ １２，６６５ ８．３ ５，９４１ △２１．０
１１月 ３，０７３ ９．７ ６８２ △１９．１ ５０，９６２ ３８．５ ８，４４１ △０．０ ５，７７５ △２０．５

資料 国土交通省 北海道建設業信用保証� 内閣府

■船舶・電力を除く民
需（原系列）。

年月

来道客数 有効求人倍率 完全失業率 企業倒産件数
（負債総額１，０００万円以上）（常用）

北海道 北海道 全国 北海道 全国 北海道 全国

千人 前 年 同
月比（％）

倍
原数値

％
件 前 年 同

月比（％） 件 前 年 同
月比（％）原数値

１７年度 １２，７０５ △０．６ ０．５３ ０．９４ ５．３ ４．４ ５５５ △３．８ １３，１７０ △０．１
１８年度 １３，０８２ ３．０ ０．５３ １．０２ ５．４ ４．１ ５４６ △１．６ １３，３３７ １．３
１９年度 １２，８１７ △２．０ ０．５１ ０．９７ ５．２ ３．８ ６１０ １１．７ １４，３６６ ７．７
２０年度 １２，２５３ △４．４ ０．４３ ０．７４ ５．０ ４．１ ７４１ ２１．５ １６，１４６ １２．４

２０年７～９月 ３，８３６ △４．８ ０．４５ ０．８１ ４．９ ４．０ １９０ ３７．７ ４，０３４ １６．４
１０～１２月 ２，９３１ △３．７ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ １８９ ４３．２ ４，０６８ １３．９

２１年１～３月 ２，５２８ △７．８ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ １７５ ４．２ ４，２１５ １３．５
４～６月 ２，６４４ △１０．６ ０．３２ ０．３９ ５．４ ５．２ １５６ △１６．６ ３，９５４ ３．３
７～９月 ３，６７８ △４．１ ０．３５ ０．４０ ５．４ ５．４ １０８ △４３．２ ３，７８２ △６．２

２０年 １１月 ８８５ △６．５ ０．４３ ０．７５ ４．３ ３．９ ５７ １４．０ １，２７７ ５．２
１２月 ９０２ △５．２ ０．４１ ０．７２ ↓ ４．１ ７４ １１１．４ １，３６２ ２４．１

２１年 １月 ８０３ △４．３ ０．３９ ０．６５ ↑ ４．２ ６０ ２０．０ １，３６０ １５．８
２月 ７８５ △１３．４ ０．３８ ０．５８ ５．６ ４．６ ５０ △７．４ １，３１８ １０．３
３月 ９４０ △５．５ ０．３８ ０．５２ ↓ ５．１ ６５ １．６ １，５３７ １４．１
４月 ７２０ △１０．９ ０．３２ ０．４２ ↑ ５．２ ５６ △２４．３ １，３２９ ９．３
５月 ９１７ △１０．７ ０．３１ ０．３８ ５．４ ５．２ ４５ △２５．０ １，２０３ △６．７
６月 １，００７ △１０．３ ０．３２ ０．３７ ↓ ５．２ ５５ ３．７ １，４２２ ７．４
７月 １，１２９ △３．７ ０．３２ ０．３８ ↑ ５．４ ３９ △４５．８ １，３８６ １．０
８月 １，３２３ △７．６ ０．３４ ０．３９ ５．４ ５．４ ４３ △２５．９ １，２４１ △１．０
９月 １，２２６ △０．５ ０．３８ ０．４２ ↓ ５．５ ２６ △５６．６ １，１５５ △１７．９
１０月 １，００８ △１１．９ ０．３９ ０．４２ － ５．２ ３９ △３２．８ １，２６１ △１１．７
１１月 ８４８ △４．２ ０．３８ ０．４２ － ５．０ ３５ △３８．６ １，１３２ △１１．３

資料 北海道観光振興機構 厚生労働省
北海道労働局 総務省 �東京商工リサーチ

■年度および四半期の
数値は月平均値。

■北海道の年度は暦年
値。

主要経済指標（３）

― １７ ― 北洋銀行 調査レポート ２０１０年２月号
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この印刷物は環境にやさしい「大豆インキ」�
古紙配合率100％紙（表紙）古紙配合率70％紙（中面）を�
使用しています。�
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